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地震・津波対策等に関する論点

中越沖地震１０周年 福島を忘れない！
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この説明資料の項目

Ⅰ 柏崎刈羽原発の地震・地盤特性

１ 敷地直下に多数の断層

２ 周辺に多数の活断層

３ 中規模地震でもボコボコになる軟弱地盤

Ⅱ 柏崎刈羽原発の耐震性等に関する問題点

１ 中越沖地震による損傷

２ 耐震設計のカラクリ（ごまかし）

３ 防潮堤の耐震性能不足

４ 緊急時対策所の欠陥（免震重要棟問題）
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Ⅰ-1 施設直下に多数の断層
これらの断層が将来活動する可能性のある断層か否かの判断は，

安田層の堆積年代の評価の問題に関わる（激しく論争中）
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Ⅰ-2 柏崎刈羽原発周辺の活断層

：東電が書いた線

：原告側が書き加えた線

の活断層が争点

＜上（北）から順に＞

・佐渡海盆東縁断層

活断層の長さ（北端はどこか）

が争点。

・真殿坂断層

原発敷地内を通過している。

活断層か否かが争点。

・鳥越断層 （気比ノ宮断層）

活断層の長さ（南端はどこか）

が争点。
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Ⅰ-3 中規模地震で敷地がボコボコ

中越沖地震＝Ｍ６．８の中規模地震

敷地はボコボコ 高台は法面崩壊
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Ⅱ-1 中越沖地震による損傷

中越沖地震（Ｍ６．８の中規模地震）で柏崎刈羽
原発に３７６２箇所もの不適合（東京電力評価）

例えば５号炉３階の壁には最長３．３ｍのひび割
れ。「目視点検が困難な範囲」も少なくない
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Ⅱ-2 耐震設計のカラクリ（その１）

• 東電は、中越沖地震後、基準地震動を、以前
の最大450ガルから、荒浜側（１～４号炉）で
最大2300ガル、大湊側（５～７号炉）で最大
1209ガルに変更

• しかし、補強工事は建屋・構築物では原子炉
建屋の屋根トラスの鉄骨部材と排気筒鉄塔
の部材を補強したのみ、機器・配管系では配
管のサポート（支持構造物）の補強と熱交換
器基礎部の補強（据付ボルトの補強）のみ
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Ⅱ-2 耐震設計のカラクリ（その２）

• 東電は、解放基盤表面（地下深くの岩盤：１号炉では地下
２８９ｍ、５号炉では地下１４６ｍ）から建屋基礎版までの（
軟弱な）地盤で地震動が減衰すると主張

• 実際の耐震設計では建屋基礎版に最大１０００ガルを入
力（「最大２３００ガル」は見せかけ）

疑問１：本当に地盤で減衰するのか（かつては軟弱地盤では
地震動は増幅するとされていた：１号炉の申請では歴史地
震による敷地基盤加速度評価で「一般的に、地表は地下の
基盤の２～３倍の加速度になるといわれている」としている）

疑問２：解析方法が変更された。そこでごまかしはないのか
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Ⅱ-３ 防潮堤の耐震性能不足

「液状化現象の影響が

最も大きいと考えられ

る断面において，基準

地震動Ssに対し鋼管杭

の支持性能が不足す

る見通し」

（東電作成資料より）

⇑

本件原発は，想定され

る地震に対する安全

性を有していない。
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Ⅱ-4 免震重要棟の耐震性

免震重要棟の耐震解析

• ２０１３年１２月解析：７つの基準地震動のうち５
つに耐えられない（隣接構造物に衝突）

• ２０１４年４月解析：７つの基準地震動のどれに
も耐えられない（隣接構造物に衝突）

２０１７年２月２１日審査会合

• 東電は免震重要棟併用を断念

• 規制委員会は重大事故等での使用は許さない
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Ⅱ-4 ５号炉緊対の欠陥（その１）

設置場所は福島４号機の４階に相当
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Ⅱ-4 ５号炉緊対の欠陥（その２）

福島事故では停止中の４号機でも水素爆発
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Ⅱ-4 東電の重大事故対策

荒浜側防潮堤（当てにできない）

大津波は大地震の後に来る：それなのに大津波対策の要の
防潮堤が大地震に耐えられない

免震重要棟（重大事故時に使えない：法的に使用不可）

免震重要棟は大地震からの重大事故時の使用を第一に想
定（だからこそ「免震」）：それなのに免震重要棟は大地震に
耐えられない

５号炉緊急時対策所（免震重要棟亡き後、唯一の緊対）

福島事故と同等の事故にも対処して事故拡大を防止するた
め：それなのに福島事故で爆発で吹き飛んだ場所に設置

対策の根本レベルで欠陥→他の対策の有効性に疑問
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Ⅱ-4 地盤での減衰への疑惑

免震重要棟の解析では、基準地震動（７つのＳ
ｓ）のうちＳｓ－２、Ｓｓ－３を、直接建物基礎版に
入力した場合（２０１３年１２月解析）は耐えられ
るが、（１号炉の地盤データを用いて）解放基盤
表面に入力する（２０１４年４月解析）と耐えられ
ない

→解放基盤表面から建屋基礎版までに地震動
は増幅している！
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中越沖地震10周年 福島を忘れない!
柏崎刈羽原発廃炉県民シンポ

柏崎刈羽原発をめぐる

技術的問題と県技術委員会について

田中三彦

2017年7月1日

柏崎市産業文化会館



原子力規制委員長は
なんと言っているか

2

ご指摘の通りです。安全
審査ではなくて、基準の
適合性を審査した、とい
うことです。ですから、
これも再三お答えしてい
ますけども、基準の適合
性は見ていますけれども、
安全だっていうことは私
は申し上げませんという
ことを、いつも、国会で
も、何でも、何回も答え
てきたところです。

2014年7月16日 川内原発1、2号機の規制基準適合性審査書案につい
て記者会見する田中俊一原子力規制委員長

安全だっていうことは私は申し上げません。

柏崎刈羽原発6号機、7号機の安全性。
新規制基準適合審査を通れば安全か？



～

第5層
放射性物質重大放出による放射線影響の緩和
（住民避難）

第4層
シビアアクシデントの影響緩和

新規制基準は深層防護の “概念的層数”を３層から５
層へ増やしている

第１層
異常、故障の発生防止

第２層
事故への拡大防止

第３層
炉心損傷事故の防止

２

３

１

４

５
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原子力規制委員会の説明資料より

4



要するに、原発に対する国の新しい認識は･･･

• 原発はシビアアクシデントを起こし得る。
• 周辺地域に放射性物質を大量放出する可能性がある。

（原発はじつは潜在的にきわめて危険である）

周辺住民との基本的な“約束”違反！

5



原子力規制委員会は実質的に5層に関与せず！

原⼦⼒規制庁

「原⼦⼒規制委員会の新規制基準適合性検査は、原⼦炉等規制法に基いて⾏

うものである。適合性審査は、原⼦炉の施設が災害防⽌上⽀障がないか確

認をするためのものだ。避難計画は内閣府の原⼦⼒防災が担当であるので、

そちらで適切に対処が⾏われていると認識している。国として、それぞれの役

割を分担して対処していく」

田中俊一原子力規制委員長

「第三者ではなく、当事者が一生懸命考えるのが一番大事。点数を付け
る類いのものではない」

内閣府

「現在の法律では、避難計画の策定は国の責務とされていない。市町村
や県がつくる避難計画の中⾝については、国も災害対策基本法上、助⾔、指
導、勧告をおこなう。また、原⼦⼒規制委員会がつくった原⼦⼒災害対策
指針と整合のとれたかたちになっているかを確認することにしている」
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新規制基準とは、原発が重大事故を起こさないようにする
ためのもの

① 炉心損傷や溶融が起きそうになったらどうする
か、起きてしまったらどうするか、どうすれば
「緩和」できるか、についての基準である。

② 第５層（周辺住民避難計画）には政府も原子力
規制委員会も積極的に関与せず。

新規制基準に関して、最大留意しておかねばならないこと

ではない!
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8

TEPCO HP公開資料より
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TEPCOが2009年6月に県技術委員会・設備小委員会に提出した資料より
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RPVペデスタル
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出処 TEPCOが原子力規制委員会に提出した
適合審査資料より。



ペデスタルと溶融炉心
12

出処 TEPCOが原子力規制委員会に
提出した適合審査資料より。



県技術委員会で議論されてきた（いる）重要問題につ
いて

フィルターベントの機能・性能と放射性物質拡散について

福島原発事故のメルトダウン公表はなぜ遅れたか？（→合
同検証委員会）

福島1号機のSBO は、1号機への津波襲来時刻より先に起
きていないか？（1号機SBOは本当に津波によるもの
か？）

1号機原子炉建屋の水素爆発は5階だけでなく、4階でも起
きていないか?（→IC系配管は破損しなかったか？）

1号機の逃がし安全弁（SR弁）は事故時に作動しなかった

のではないか（→原子炉冷却材喪失事故は起きていない
か？）

13

その他

県技術委員会に求められていることの一つが「福島原発事故
の原因究明」だが、議論が1号機に集中している。2～4号機

の未解明問題の議論が必要。一方、委員会や課題別ディス
カッションの開催頻度が少ないという問題もある。



地域経済から原発を考える 
-リスクの対価？地元振興？- 

 
新潟大学経済学部 藤堂史明 

2017年 7月1日 



はじめに考えておきたいこと： 
お金は価値を代表しない 

 エントロピー経済学（エコロジー経済学） 

 F. Soddy, Wealth, Virtual Wealth and Debt, Allen & Unwin, 1926. 

 ソディは、ラジオアイソトープの崩壊系列をラザフォー
ドと研究。以後、経済学の研究に転じ、貨殖学として
の経済学批判。真の富の源泉としての物理的な利用
可能エネルギーと、エントロピー法則への着目 

 ※エントロピーは物質・エネルギーの拡散の程度の
指標であり、常に増大する方向の変化しか自然界に
は存在しない。 

 葉緑素による光エネルギーの固定（利用可能エネル
ギー源）、化石燃料の重要性。自然界の利用可能エ
ネルギーが富の源泉。貨幣価値を基準に政策を行う
ことは、特に中央銀行制度による信用創造の拡大は、
富の生産を阻害する可能性がある。 

 



エントロピー経済学の考え方 

• お金は市場経済の中でしか意味のない交換手段であるため、地球環境やその物
質循環システムのように「買う」事が出来ないものは入手できない。お金ではなく
、自然の循環で廃熱・廃物の排出ができるシステムである事が、経済活動の持続
可能性にとって本質的。 

• 市場の中で交換可能なものを対象にした交換比率としての意味しか、経済価値（
価格×数量）は持っていない。したがって、リスク（ガン死などの確率的な危害）に
対して、経済価値で相殺できるかというと、個人的には無理。 

• 社会的にリスクを受容するというのは、多くの場合、意思決定を担う人が自分以
外の犠牲（死亡）を受け入れるということ。矛盾と倫理的な問題がある。 

市場経済 

生産 製品 原料 

自然資源 

熱・廃物 

自然の物質循環 

全体の 
エントロピー 
は増大 



そのうえで、原発の「経済効果」は
どのように主張されてきたか 

• 原発一基の建設に伴い、計画段階から運転期間の
間に、ほぼ1400億円が支給される。（電源立地交付
金など） 

• そのほかに、原発の建設・運転時のメンテナンスな
どに建設業、製造業、サービス業が関わり、経済的
「波及効果」により膨大な経済価値が原発立地自治
体にもたらされる。はず。 
 
 

 
 
 
 

• 経済産業省資源エネルギー庁「電源立地制度について」
http://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/pdf/dengenrichi.pdf 
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放射線の確率的影響 

0 被ばく線量 

確率
的影
響 

LNT説 

ICRPの低線量域
の仮説 

広島・長崎からのデー
タで確証できる範囲 

100mSv 

低線量での影響
が大きいとする
説 

低線量は体に良い
とする説 



放射線防護の「望ましい」水準 

被ばく線量 

危険
性と
利益
の金
銭評
価 

放射性物質が飛び散った状況
での最適水準 

0 

平常時の最適水準 

平常時の 
限界的利益 

放射性物質が飛び散った状況での
限界的利益 

E1 E2 

D1 D2 

被ばくの 
限界的な被害 



ICRP放射線防護基準における 
「正当化」・「最適化」 

 「効用・利潤の最大化」問題と同じく、社会的な利益の最大
化という、最適化の十分条件と必要条件に相当。 

 正当化： 放射線に関する行為による利益の方が損失を上
回る。（費用、利益の関係） 

 得られる「防護の利益」に対する費用の最小化 

• 安全基準は医学ではなく、経済学の考え方でできている。 

•   （追加的な１単位の）   利益 ＞ 費用  

•                 ならば「良い」という考え方。 

• ※「良い」というのは「パレート効率的」という意味   



結局 被曝線量限度とは？ 

 計画被曝 

 一般公衆は1mSv/y、職業人は50mSv/y、
ただしどの5年間でも100ｍＳｖ以下 

 

 かりに1mSvを1万人が被曝すると0.55

人ががん死。これは通常の発がん性物
質の安全基準「10万人に1人」の5.5倍。 

 宝くじだったら嬉しいが、死のくじ。 

• 緊急時・現存被曝時はこの5～20倍 



原発事故への対応の経済合理性？ 

 被曝の許容 

 「警戒区域」２０km圏＋「計画的避難区域」 

  国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）と国際原子力機関（ＩＡＥ
Ａ）の緊急時被ばく状況における放射線防護の基準値（２０
から１００ミリシーベルト）を考慮。 

 20mSvは一般公衆の計画被曝の線量限度の20倍。
リスクに見合う利益は通常時の経済的恩恵？ 

  

 日本国民全体：食品全体から許容できる線量を年間５ミリ
シーベルト、食品ごとに設定→２０１２．4以降年間１ミリシー
ベルトに基づく基準値に引き下げ。食品からのみで１ミリの
根拠は？ 

 2015年防災指針で PAZ, UPZのみの対策に縮小。ＳＰＥＥＤＩ
を含め予測せず。PPAについては実質断念。 

 



柏崎市と周辺自治体との比較 

• 新潟日報社と2015-2016年に共同研究。 

• 産業部門別調査では、まず、対象を柏崎刈羽
原発のある新潟県柏崎市とし、その製造・建
設・卸売り小売り・サービス業の、1970年代（
1978年1号機建設開始）から1990年代（1997
年7号機建設完了）中心とした時系列変化を、
同一規模都市（同県三条市 、新発田市 ）また
は全国の推移と比較した。 



製造業生産額の比較（百万円） 
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建設業生産額の比較（百万円） 
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卸売・小売業生産額の比較（百万円） 
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サービス業生産額の比較（百万円） 
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原発の地元への「経済効果」は「
経済神話」であった 

• 経験的データから柏崎市における原発による
生産額増大効果は建設業に原発建設期に顕
著にみられる以外は、観察されない。 

• 先行する「100社調査」でも考察された、予想

外に原発との関係性の薄い地元産業（一部、
直接的に関係する業者を除く）の特徴とも合
致する。 



「経済効果」のそもそもの矛盾 

• 原子炉立地指針(1964年)の「めやす」では、2.立地審査
の指針で「原子炉の周囲は,原子炉からある距離の範囲

内は非居住区域であること。」等定めた。福島事故の予
測被曝線量は立地指針の低人口地域の想定と異なり、1
年で100～500mSvとなる地域が半径30kmを超えて広が
った。 

• 本来、原発の半径30～50km以内に都市があること自体
が原子力災害対策上望ましくない。 

• リスクに対応した「ベネフィット」を享受して生産活動の増
大、人口の増大などを含めて都市が発展すること自体が
、「安全神話」が崩れた現在の原発の存在と矛盾している
。 

 



 
• 原子力問題等の藤堂による研究は、以下等をご覧ください。 

 
最適化、放射線防護・原子力防災との関係性 
藤堂史明『「原子力防災」の経済学』ブックレット新潟大学、2016年
。 
 
近刊、共同研究の内容を収録：原発の経済性 
新潟日報社原発問題特別取材班 
『崩れた原発『経済神話』』明石書店、2017年。 



活断層上の柏崎刈羽原発

原発の地震問題 揺れとズレ



2017.06.20



東電 2017.06.20 東電全県折り込みチラシ



藤橋 工科大
の火山灰

同じ火山灰だった

東電は藤橋工科大は20～
30万年前の地層と主張

根拠は1996論文
その誤りは➁

この見解への疑問は➂



➀ なぜ
東電は必死で
反論・弁明するのか？

対象活断層が
5万年前→後期更新世（１２～１３万年前）







2013.04.18 安田層調査報告

～2012.08.10 2013.04.18～



2014.11.10 19回 ヒアリング



2017.04.25 104回 ヒアリング



➁ 東電見解の誤り
事実の誤り
・藤橋は青海川層の誤り
・長崎の露頭位置の誤り

規制委審査は馴れ合いか



藤橋 露頭は青海川層でない！



御野立公園（東の輪）の露頭

赤色化・法面急傾斜・クサレ礫



赤色化せず・法面緩勾配・礫は新鮮

藤橋 NO4露頭



長崎の露頭位置の誤り 故意か?  指摘しても修正せず





➂東電見解への疑問
不正の手法

◆地層の堆積年代を決める巨大噴火

（＝カルデラ噴火）・広域火山灰

◆氷河期・間氷期、地層の整合・不整合

◆規制基準適合のための不正の手法

ｙ１＝藤橋40＝下北沖G10

◆広域火山灰なのか、供給源はどこか、

柏崎～青森沖の間に確認できない



日本でカルデラ噴火（破局噴火）の恐怖

http://dil.bosai.go.jp/workshop/02kouza_jirei/s18kasairyu/caldera.jpg
http://dil.bosai.go.jp/workshop/02kouza_jirei/s18kasairyu/caldera.jpg


氷河期・間氷期、整合・不整合
矛盾多い東電見解



立地不適の柏崎刈羽原発

◆油田・活褶曲地域、支持地盤がズレる。

中越沖地震で実証済み

◆大きな地震動

◆液状化（防潮堤の破損）

◆免震重要棟の変位量

加速度（ガル）・速度（ｶｲﾝ）・変位量（m）



柏崎刈羽原発■





柏崎刈羽原発 大きなSs 2300ガルは立地不適の証拠
建設時のS2は450、中越沖で1699



防潮堤液状化問題顕在（2016.10.13）
液状化する欠陥地盤

免震重要棟の変位問題（2017.02.14）
大きな揺れとなる欠陥地盤
揺れに伴う変位が大→使用禁止

柏崎刈羽原発の地盤は欠陥だらけ
→ 廃炉しかない


